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１．はじめに１．はじめに１．はじめに１．はじめに    

救急患者は昼夜の区別無く発生し、その症状も様々です。そのため県民の誰もが、

いつでもどこでも、安心してそれぞれの症状に適した救急医療を受けられる体制を確

立することが必要です。 

救急医療体制は、一次救急（入院治療を必要としない比較的軽症の患者）、二次救

急（入院を必要とする重症患者）、三次救急（二次救急では対応できない重篤な患者、

複数診療領域にわたる患者）と、患者の症状に応じて段階的に対応するようになって

います。 

２．２．２．２．救急医療の現状救急医療の現状救急医療の現状救急医療の現状    

（（（（１）救急搬送数１）救急搬送数１）救急搬送数１）救急搬送数    

奈良県において救急搬送される患者数は、ここ数年間、増加傾向にあり平成

28(2016)年には 64,375 人となっています（表１、図１）。また、10年前（平成 18(2006)

年度）と比べると約 21％増加しています。 

その背景として、高齢化の進展に伴い病気による救急車の利用が増加していること

が考えられます（表２）。また、軽症患者が搬送の約半分を占めており、社会状況や

県民意識の変化等により、比較的軽症で急を要さない場合でも救急車を要請している

ことも増加の要因のひとつと考えられます。 表１ 救急搬送者数の推移  平成 18 年 （人） 平成 24 年 （人） 平成 25 年 （人） 平成 26 年 （人） 平成 27 年 （人） 平成 28 年 （人） 奈良県 53,017 58,324 59,521 60,356 61,241 64,375 全  国 4,892,593 5,250,302 5,340,117 5,405,917 5,478,370 5,621,218 出典：消防庁「平成 28 年中 救急救助の現況」 図１ 救急搬送人数の推移

  出典：消防庁「平成 28 年中 救急救助の現況」

奈良県(人) 全国(人) 
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表２ 年令区分別搬送人員推移  平成 18 年 平成 24 年 平成 25 年 平成 26 年 平成 27 年 平成 28 年 奈良県 新生児（人） 151 211 217 151 117 122 乳幼児（人） 3,399 3,168 2,966 3,195 3,139 3,514 少年（人） 2,661 2,434 2,545 2,555 2,526 2,713 成人（人） 22,755 20,781 20,700 20,543 19,830 20,419 高齢者（人） 24,291 31,730 33,912 33,912 35,629 37,607 合計（人） 53,257 58,324 59,521 60,336 61,241 64,375 高齢者割合（％） 45.6 54.4 55.6 56.2 58.2 58.4 全国 新生児（人） 14,425 13,322 13,592 13,481 13,054 13,329 乳幼児（人） 286,866 255,032 251,606 257,809 253,818 270,515 少年（人） 212,966 200,804 201,382 199,394 197,552 202,189 成人（人） 2,191,609 1,994,538 1,972,433 1,933,276 1,909,578 1,918,454 高齢者（人） 2,206,727 2,786,606 2,901,104 3,001,957 3,104,368 3,216,821 合計（人） 4,892,593 5,250,302 5,340,117 5,405,917 5,478,370 5,621,218 高齢者割合（％） 45.1 53.1 54.3 55.5 56.7 57.2 出典：消防庁「平成 28 年中 救急救助の現況」 新生児：生後 28日未満、 乳幼児：生後 28日以上満 7 歳未満、少年：満 7歳以上満18 歳未満、 成人：満 18歳以上満 65 歳未満、高齢者：満 65歳以上  表３ 事故種別救急搬送人員推移  平成 18 年 平成 24 年 平成 25 年 平成 26 年 平成 27 年 平成 28 年 奈良県 急病（人） 30,672 35,619 36,416 37,096 37,938 39,770 交通事故（人） 7,674 6,551 6,745 6,294 6,234 6,029 一般負傷（人） 7,397 8,931 9,015 9,502 9,649 9,649 その他（人） 7,274 5,393 5,438 5,642 5,534 5,534 合計（人） 53,017 56,494 57,614 58,534 59,355 60,982 急病の割（％） 57.9 63.0 63.2 63.4 63.9 65.2 全国 急病（人） 2,930,550  3,296,582  3,370,105  3,419,932  3,491,374 3,607,942 交通事故（人） 656,222 539,809 529,041 508,013 490,797 476,889 一般負傷（人） 643,228 756,575 776,412 808,072 817,931 847,871 その他（人） 662,593 487,098 493,916 501,875 513,568 688,716 合計（人） 4,892,593 5,080,064 5,169,474 5,237,892 5,313,670 5,621,218 急病の割（％） 59.9 64.9 65.2 65.3 65.7 64.2 出典：消防庁「平成 28 年中 救急救助の現況」   
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図２ 傷病程度別搬送人員の状況 

                                                     出典：消防庁「平成 28 年中 救急救助の現況」 
（（（（２）救急搬送時間２）救急搬送時間２）救急搬送時間２）救急搬送時間    

救急搬送に要する時間（119 番通報から医療機関に収容するまでに要した時間）は、

平成 18(2006)年には 33.0 分（全国平均 32.0 分）であったものが、平成 28(2016)年

には 43.0 分（全国平均 39.3 分）と増加しています（表４、図３）。 表４ 救急搬送時間の推移  平成 18 年 平成 24 年 平成 25 年 平成 26 年 平成 27 年 平成 28 年 搬送時間 （分） 奈良県 33.0 43.1 43.8 44.1 44.3 43.0 全  国 32.0 38.7 39.3 39.4 39.4 39.3 現場到着 までの時間 （分） 奈良県 6.8 8.7 8.8 8.9 9.0 9.1 全  国 6.6 8.3 8.5 8.6 8.6 8.6 ※現場到着までの時間：119 番通報から傷病者のいる現場到着までに要した時間                                                    出典：消防庁「平成 28 年中 救急救助の現況」 図３ 救急搬送時間の推移（119 番通報から医療機関に収容するまで） 

 出典：消防庁「平成 28 年中 救急救助の現況」   
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（（（（３）奈良県の医療体制の特徴３）奈良県の医療体制の特徴３）奈良県の医療体制の特徴３）奈良県の医療体制の特徴    

奈良県には、平成 30(2018)年４月時点で 79 病院あり、病床（一般病床）規模別に

みると、400 床以上が４病院、200 床から 399 床が 11 病院、199 床以下が 64 病院と

なっており、大規模病院が少なく、中規模の病院が多い状況となっています。 

また、県内病院の病床あたり医師数は全国平均を下回っており、病床あたり医師数

は病床規模が小さくなるほど少なくなる傾向にあります。 

３．救急医療の提供体制３．救急医療の提供体制３．救急医療の提供体制３．救急医療の提供体制    

（（（（１）一次（初期）救急医療１）一次（初期）救急医療１）一次（初期）救急医療１）一次（初期）救急医療    

入院治療の必要がない軽症患者に対応する一次救急医療は、かかりつけ医が担うほ

か、市町村等が運営する休日夜間応急診療所や在宅当番医制により診療体制を補完し

ています。 

休日夜間応急診療所は県内に 12 か所（歯科１か所を含む）に設置され、在宅当番

医制は１市（五條市）で運営されています。しかし、平日夜間の診療体制が確保され

ているのは４か所のみで、多くの施設は休日の昼間や準夜帯のみの診療となっていま

す。 

休日夜間応急診療所の受診者数は、平成 28(2016)年は 51,501 人であり、その過半

数が小児患者ですが、常時、小児科医による診療体制が確保されているのは、奈良市、

橿原市休日夜間応急診療所２か所のみとなっています（図４）。 図４ 休日夜間応急診療所の受診者数の推移 

 出典：「奈良県医師会救急医療業務報告書」       
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表５ 休日夜間応急診療所 一覧（平成 29 年４月１日現在） 診療所名 所在地 診療科目 診療受付時間（休日は原則、日・祝・年末年始 平日 土曜 休日 奈良市立休日夜間応急診療所 奈良市柏木町 519 番地の 28 内科・小児科 （要問合） 21:30～翌 5:30 14:30～18:30 21:30～翌 5:30 9:30～18:30 21:30～翌 5:30 奈良市立 休日歯科応急診療所 奈良市左京五丁目３番地の１ （奈良市総合福祉センター２階） 歯科   9:30～15:30 （財）生駒メディカルセンター 休日夜間応急診療所 生駒市東新町１番３号 内科系・外科系応急診療所内 0743(74)6600 内科・小児科 22:00～翌 5:30 16:00～翌 5:30 10:00～翌 5:30 天理市立 休日応急診療所 天理市富堂町 300ー11 (天理市立メディカルセンター２階) 内科・小児科   10:00～16:00 大和郡山市立 休日応急診療所 大和郡山市本庄町 317－2 (大和郡山市保健センター併設) 内科・小児科   12:00～21:00 三室休日応急診療所 生駒郡斑鳩町稲葉車瀬 2丁目 5番 18 号 内科・小児科   9:30～11:30 12:30～16:30 17:30～20:30 歯科   9:30～11:30 12:30～16:30 橿原市 休日夜間応急診療所 橿原市畝傍町 9の 1 （橿原市保健福祉センター北館１階） 内科 21:00～23:30 21:00～23:30 9:30～11:30 12:30～23:30 小児科 21:00～翌 5:30 21:00～翌 5:30 9:30～11:30 12:30～翌 5:30 歯科   9:30～11:30 12:30～20:30 桜井市 休日夜間応急診療所 桜井市粟殿 1000ー１ （桜井保健福祉センター１階） 内科 21:30〜23:30  10:00～16:00 18:00～23:00 小児科 （要問合）   10:00～16:00 18:00～23:00 磯城 休日応急診療所 磯城郡田原本町宮古 404 の 7 (田原本町保健センター併設) 内科・小児科   10:00～16:00 葛城地区 休日診療所 大和高田市西町 1番 45 号 （大和高田市保健センター併設） 内科・小児科   8:30～11:30 13:00～15:30 17:30～20:30 歯科   8:30～11:30 13:00～15:30 御所市 休日応急診療所 御所市 774 の 1番地 （いきいきライフセンター内） 内科・小児科 （小児科は 要問合せ）   9:30～11:30 13:00～15:30 五條市 応急診療所 五條市野原５丁目２ー59 （五條病院内） 内科・小児科  18:00～23:30 18:00～23:30 表６ 在宅当番医制（平成 29 年４月１日現在） 市町村 診療時間 連絡先 五條市 休日：９時～16 時 0747-22-4001 
（（（（２）二次救急医療２）二次救急医療２）二次救急医療２）二次救急医療    

入院や手術を必要とする救急患者に対応する二次救急医療は、救急告示病院

※※1
や

病院群輪番制参加病院

※※2
により、休日・夜間の救急患者の受入体制が確保されてい

ます。 

救急告示病院は県内に 41 病院あり、また、病院群輪番制は市町村が県内７地区で

体制を確保しています（表７、表８）。                             ※1 救急告示病院…「救急病院等を定める省令」に基づき、知事が認定する医療機関。救急医療について相当の知識を有する医師が待機し、Ｘ線装置等、救急医療を行うために必要な施設・設備を有する等の基準がある。 ※2
 病院群輪番制参加病院…地域内の病院群が共同連帯して、輪番方式により休日・夜間等において、入院治療や手術が必要な救急患者の受入を行う体制 
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なお、小児の二次救急医療は、県が小児科病院の協力により輪番体制を確保し、全

ての休日・夜間に対応しています（表９）。 表７ 救急告示病院 平成 29 年 12 月１日現在 医療圏 施設名 所在地 
奈良保健医療圏 

奈良医療センター 奈良市七条 2 丁目 789 奈良県総合医療センター 奈良市平松 1-30-1 市立奈良病院 奈良市東紀寺町 1-50-1 済生会奈良病院 奈良市八条 4 丁目 643 西奈良中央病院 奈良市鶴舞西町 1番 15 号 松倉病院 奈良市川之上突抜町 15 沢井病院 奈良市船橋町 8 奈良西部病院 奈良市三碓町 2143-1 高の原中央病院 奈良市右京 1 丁目 3-3 おかたに病院 奈良市南京終町 1 丁目 25-1 石洲会病院 奈良市四条大路 1 丁目 9-4 吉田病院 奈良市西大寺赤田町 I-7-1 西の京病院 奈良市六条町 102-1 奈良小南病院 奈良市八条五丁目 437-8 東和保健医療圏 高井病院 天理市蔵之庄町 4700-8 天理よろづ相談所病院 天理市三島町 200 済生会中和病院 桜井市阿部 323 宇陀市立病院 宇陀市榛原区萩原 815 国保中央病院 磯城郡田原本町宮古 401-1 
西和保健医療圏 

田北病院 大和郡山市城南町 2-13 郡山青藍病院 大和郡山市本庄町 1-1 ＪＣＨＯ大和郡山病院 大和郡山市朝日町 1-62 阪奈中央病院 生駒市俵口町 741 近畿大学医学部 奈良病院 生駒市乙田町 1248 番-1 白庭病院 生駒市白庭台 6丁目 10 番 1 号 奈良県西和医療センター 生駒郡三郷町三室 1-14-16 奈良友紘会病院 北葛城郡上牧町服部台 5-2 服部記念病院 北葛城郡上牧町上牧 42-44 惠王病院 北葛城郡王寺町王寺 2-10-18 
中和保健医療圏 

大和高田市立病院 大和高田市磯野北町 1番 1 吉本整形外科病院･外科病院 大和高田市野口 136 土庫病院 大和高田市日之出町 12-3 中井記念病院 大和高田市根成柿 151-1 奈良県立医科大学附属病院 橿原市四条町 840 平成記念病院 橿原市四条町 827 大和橿原病院 橿原市石川町 81 済生会御所病院 御所市三室 20 香芝生喜病院 香芝市穴虫 3300-3 香芝旭が丘病院 香芝市上中 839 番地 南和保健医療圏 南奈良総合医療センター 吉野郡大淀町大字福神 8 番 1   
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表８ 病院群輪番制参加病院 平成 29 年 10 月１日 地区名 診療体制 ◆奈良地区 奈良市 ◆毎休日 １日１病院、毎夜間 １日２病院 ◆参加病院 13 病院 市立奈良病院 奈良県総合医療センター 済生会奈良病院 沢井病院 大倭病院 奈良西部病院 西奈良中央病院 おかたに病院 松倉病院 吉田病院  高の原中央病院 奈良東九条病院 石洲会病院 西の京病院 ◆生駒 大和郡山地区・生駒市 ・大和郡山市 ◆毎休日・毎夜間 １日２病院 ◆参加病院 ８病院 JCHO大和郡山病院 田北病院 郡山青藍病院 倉病院 白庭病院  阪奈中央病院 西奈良中央病院  奈良西部病院 ◆葛城地区 大和高田市 香芝市・葛城市・広陵町 ◆毎休日 １日１病院 ◆参加病院 ５病院 大和高田市立病院 土庫病院 吉本整形外科・外科病院 中井記念病院 香芝生喜病院 ◆橿原地区 橿原市・高取町・明日香村 ◆毎休日・毎夜間 １日１～２病院 ◆参加病院 ６病院 平尾病院 大和橿原病院 平成記念病院 山の辺病院 中井記念病院 吉本整形外科病院 ◆西和地区 平群町・三郷町・斑鳩町安堵町・王寺町・上牧町河合町 ◆毎休日・毎夜間 １日１病院 ◆参加病院 ３病院 奈良県西和医療センター 恵王病院 奈良友紘会病院  ◆南和周辺地区 五條市・御所市吉野郡 ◆毎休日・毎夜間 １日１～２病院 ◆参加病院 ３病院 南奈良総合医療センター 済生会御所病院 秋津鴻池病院 ◆桜井地区 桜井市・宇陀市・磯城郡・宇陀郡 ◆毎休日・毎夜間 １日１～２病院 ◆参加病院 ５病院 国保中央病院 宇陀市立病院 済生会中和病院 山の辺病院 辻村病院  表９ 小児科病院二次輪番体制参加病院 平成 29 年 10 月 1 日現在 区分 対象地域 参加病院 北和地区 奈良市・生駒市 大和郡山市・天理市 山辺郡・生駒郡 市立奈良病院 奈良県総合医療センター 済生会奈良病院 JCHO大和郡山病院 天理よろづ相談所病院 近畿大学医学部奈良病院 中南和地区 大和高田市・香芝市 葛城市・橿原市・桜井市 御所市・五條市・宇陀市 北葛城郡・高市郡 磯城郡・宇陀郡・吉野郡 済生会中和病院 国保中央病院 大和高田市立病院  奈良県西和医療センター 土庫病院 南奈良総合医療センター 香芝生喜病院 
（（（（３）三次救急医療３）三次救急医療３）三次救急医療３）三次救急医療    

二次救急医療機関では対応できない、複数の診療科領域にわたる重篤な救急患者に

対して高度な医療を総合的に提供する三次救急医療は、３か所の救命救急センターが

担っています（図５）。 

特に県立医科大学附属病院は、高度救命救急センターとして広範囲熱傷、指肢切断、

急性中毒症等の救急患者に対応できる高度な診療機能を有しています。 

しかし、医師の散在による二次救急医療機関の受入機能が低いため、三次救急医療

機関である救命救急センターにおいても重症患者の受入率は全国平均を上回ってい

るものの、全国順位では 30位となっています。（平成 27（2015）年 92.9％〈全国 

91.5％〉） 

一方、脳卒中や急性心筋梗塞の医療は、救命救急センター以外の医療機関において

も行われており、後述する「救急搬送ルール」に基づき、症状・緊急度に応じて対応

可能な医療機関に搬送することとしています。 

また、山間地域を中心に、緊急を要する重篤患者は、平成 29(2017)年３月から運

航を開始した奈良県ドクターヘリ

※※3
や和歌山県、関西広域連合（大阪府）、三重県

と共同運航しているドクターヘリが搬送しています。                              ※3 ドクターヘリは、救急医療用の医療機器等を装備し、医師及び看護師が同乗して救急現場等に向かい、現場等から患
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図５ 奈良県３次救急医療体制図 

 
    

    

    

    

    

                                                                                             者に救命医療を行うことができる専用ヘリコプターです。 



主要な疾病・事業ごとの保健医療体制 救急医療 

130  

    

（（（（４）４）４）４）0.50.50.50.5 次救急次救急次救急次救急    

県民ひとりひとりが適切な受診行動を取り、不要不急の受診や救急車の利用を控え

ることが、一次から三次の救急体制の維持に繋がります。 

県では小児救急ガイドブックの配布や講習会の開催など様々な啓発活動を行うと

ともに、２つの相談窓口を設け県民の不安や疑問に答えています。 

（（（（５）相談窓口５）相談窓口５）相談窓口５）相談窓口    

１）１）１）１）＃＃＃＃7119（（（（奈良県救急安心センター相談ダイヤル奈良県救急安心センター相談ダイヤル奈良県救急安心センター相談ダイヤル奈良県救急安心センター相談ダイヤル）））） 

平成 21(2009)年 10 月からオペレーターによる医療機関案内、看護師による医療相

談（オンコールにより医師がバックアップ）を 24 時間体制で行っています（表 10）。 表 10 #7119 相談件数 年  度 平成 26 年度 平成 27 年度 平成 28 年度 相談件数 33,170 41,464 58,463 １日あたり 90.8 113.3 160.2 
 

２）２）２）２）＃＃＃＃8000（こども救急電話相談）（こども救急電話相談）（こども救急電話相談）（こども救急電話相談） 

発熱、下痢、けいれん等、こどもが急病にかかった場合の対処方法等について、

診療時間外である平日夜間及び休日にコールセンターの看護師が相談を受け、必要

に応じて医師が対応しています（表 11）。 表 11 #8000 相談件数 年  度 平成 26 年度 平成 27 年度 平成 28 年度 相談件数 19,542 22,069 23,089 １日あたり 53.5 60.3 63.3 
（（（（６）病院前救護活動６）病院前救護活動６）病院前救護活動６）病院前救護活動    

１）１）１）１）市民による蘇生救急法の普及とＡＥＤの設置市民による蘇生救急法の普及とＡＥＤの設置市民による蘇生救急法の普及とＡＥＤの設置市民による蘇生救急法の普及とＡＥＤの設置 

消防機関が主体となり、毎年、各地で救急蘇生法の講習会を実施しています。ま

た、医療従事者以外の住民によるＡＥＤ（自動体外式除細動器）

※※4
の使用が平成

16(2004)年より可能となったことから、平成 29（2017）年 12 月現在、県内でも 1,650

台（※）のＡＥＤが設置されています（※ 県への報告件数(病院設置分を除く)）。 

２）２）２）２）消防機関による救急搬送と救急救命士消防機関による救急搬送と救急救命士消防機関による救急搬送と救急救命士消防機関による救急搬送と救急救命士

※※※※※※※※5
 

救急隊は応急処置に関する教育を受けた３名以上の救急隊員により構成されま

す。平成３(1991)年の救急救命士制度発足に伴い、１隊につき１名以上の救急救命

士の配置を目標に、救急隊の質の向上が図られており、平成 29(2017)年４月には、

本県すべての救急隊に救急救命士を配置しています。                             ※4
 AED とは、心肺停止患者の心電図を自動解析し、除細動（電気ショック）が必要な場合は、音声等の指示に従い除細動を与えることができる医療機器です。 ※5
 救急救命士とは、救急救命士法に基づき、救急車等、病院への搬送途上に医師の指示の下、救急救命処置を施し速やかに病院へ搬送することを目的とした国家資格の名称です。現在 346 人が奈良県で業務に従事しています（総務省消防庁「平成 29 年度版救急救助の現況」）。 
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救急救命士の業務範囲は、メディカルコントロール体制

※※6
の整備を条件にして

徐々に拡大され、平成 18(2006)年４月からは心肺機能停止患者に対する薬剤投与

が可能となりました。 

本県では、平成 15(2003)年３月に「奈良県メディカルコントロール協議会」を

設置し、心肺機能停止患者への標準的な活動基準（プロトコール）の作成、薬剤投

与等を行う救急救命士への指示・助言及び救急救命士の行った活動の事後検証等を

行っています。 

３）３）３）３）搬送手段の多様化搬送手段の多様化搬送手段の多様化搬送手段の多様化 

消防防災ヘリコプターの活用に加え、平成 15(2003)年２月から県南部地域で和

歌山県のドクターヘリ、平成 21(2009)年４月からは県北中部地域において関西広

域連合（大阪府）のドクターヘリ、平成 28(2016)年４月からは県東部地域で三重

県のドクターヘリの共同運航を行ってきました。 

平成 29(2017)年３月からは奈良県ドクターヘリの運航を開始し、県全域でドク

ターヘリによる重篤患者の搬送が可能となり平成29(2017)年 12月までに300回以

上出動しています。 

 図６ ドクターヘリの運用 

                            ※6 メディカルコントロール体制とは、救急現場から医療機関に搬送される間の救急救命士の活動等について、医師が指示、指導･助言及び検証することで、病院前救護の質を保障する体制です。 
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図７ 救急医療体制図 

 
  

１．目指すべき方向性１．目指すべき方向性１．目指すべき方向性１．目指すべき方向性    

（１）救急患者を断らない医療体制の構築（１）救急患者を断らない医療体制の構築（１）救急患者を断らない医療体制の構築（１）救急患者を断らない医療体制の構築    

県では将来の医療ニーズに対応できる医療提供体制を構築する上で、救急医療や高

度医療に責任を持って対応する「断らない病院」と、地域包括ケアシステムを支える

「面倒見のいい病院」の双方が必要だと考え、それぞれの病院が担うべき役割の方向

性に沿った医療機能の発揮と連携の強化を推進していきます。 

救急医療においては、「断らない病院」は、緊急で重症な患者に対する救急医療を

担い、「面倒見のいい病院」は、地域の比較的軽症な患者に対する救急医療、高齢者

の急変時の受け入れを担うことが求められます。 

平成 21(2009)年に消防法が改正され、「傷病者の搬送・受入れの実施に関する基

準（以下、「救急搬送ルール」

※※7
）」の策定が都道府県に義務づけられました。本

県においても、消防・医療関係者を委員とする「奈良県救急搬送及び医療連携協議会                            ※7
 救急搬送ルールは、「奈良県傷病者の搬送・受入れの実施に関する基準」のことであり、救急隊が①傷病者を観察し適切な医療機関を選定する基準、②傷病者の症状を医療機関に伝達する基準、③症状に応じた医療機関を選定するための病院リスト、④受入医療機関を速やかに決めるための基準を定めています。 
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（以下、「協議会」）」で基準を検討し、平成 23(2011)年１月から救急搬送ルール

の運用を開始しています。 

また、平成 24(2012)年３月からは、救急搬送ルールを電子端末に搭載し、より迅

速に病院を選定する奈良県救急医療管制システム（ｅ-ＭＡＴＣＨ

※※8
）がスタートし

ています。 

救急搬送ルール策定の目的は、消防機関と病院が連携を強化し、心肺停止、脳卒中、

急性心筋梗塞、重傷外傷等、特に重傷・重篤な救急患者の状況に応じた適切な病院選

定･搬送を行うことにあります。 

救急搬送ルールを適切に運用し、救急患者を断らない医療体制を構築するためには、

二次救急医療体制や救命救急センターの機能や連携を強化するとともに、「救命期」

を脱した患者が適切な後方医療機関に転院できる連携体制の確立が必要となります。 

（（（（２）２）２）２）一次（初期）救急医療体制の整備一次（初期）救急医療体制の整備一次（初期）救急医療体制の整備一次（初期）救急医療体制の整備    

全ての県民が、休日や夜間等、医療機関の診療時間外であっても、必要なときに適

切な一次（初期）救急医療を受けられる体制の整備を目指します。 

（（（（３３３３））））適切な病院前救護活動が可能な体制の構築適切な病院前救護活動が可能な体制の構築適切な病院前救護活動が可能な体制の構築適切な病院前救護活動が可能な体制の構築    

救急車が来るまでの対応や、病院へ到着するまでの処置が、救急医療、特に心肺停

止の場合には非常に重要です。 

本人や周囲の者による必要に応じた速やかな救急要請や救急蘇生の実施、メディカ

ルコントロール体制を整備し救急救命士等による適切な活動（観察・判断・実施）が

できる体制の構築を目指します。 

また、救急医による速やかな治療を可能にするため、ドクターヘリやドクターカー※※9
を活用した救急搬送体制の充実を図る必要があります。 

（（（（４４４４）救急医療に対する県民の理解を深めるための活動の継続）救急医療に対する県民の理解を深めるための活動の継続）救急医療に対する県民の理解を深めるための活動の継続）救急医療に対する県民の理解を深めるための活動の継続    

不要不急の受診・救急車の利用を控える、もしくは必要な場合は躊躇せずに救急搬

送を要請する等、県民が適切な受診行動を行うための啓発活動、情報提供、相談窓口

の設置等の活動を継続します。 

２．２．２．２．施策施策施策施策    

（（（（１）救急患者を断らない医療体制の構築１）救急患者を断らない医療体制の構築１）救急患者を断らない医療体制の構築１）救急患者を断らない医療体制の構築    

１）重症疾患について「断らない救命救急体制」の実現に向け、奈良県総合医療セ

ンターを中心とした北部と奈良県立医科大学附属病院を中心とした中南部で、Ｅ

Ｒ型救急医療体制

※※10
の充実に取組ます。                             ※8 ｅ-ＭＡＴＣＨは、救急搬送ルールを電子端末（iPad）に搭載し、救急車と各消防本部に配備。救急隊は端末に患者情報を入力し、症状、緊急度、重症度に応じ対応可能な医療機関を選定し、受入を要請する。県内の医療機関にも端末を配備しています。 ※9 ドクターカーは、医療機械を搭載し、医師、看護師等が同乗し、搬送途上へ出動する救急車。新生児搬送用ドクターカーの場合は、大型保育器などの医療機器を搭載しています。 ※10 ＥＲは、emergency roomの略で、救急室あるいは救急外来を意味する言葉です。ＥＲ型救急医療体制は、欧米で行われてきた救急医療のしくみであり、疾病や重症度、患者の年齢などの背景によらず、全ての救急患者を救急医が外来で診察し、入院の必要性やどの診療科で治療をうけるべきかなどの判断を含めて救急医療全体の管理を行う体制です。 
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２）南奈良総合医療センターにおいて、南和地域の救急患者を断らない救急医療に

取り組んでいきます。 

３）救急搬送ルールを適切に運用するとともに、運用状況を協議会において検証し、

必要に応じて見直しを行うことにより、症状、緊急度に応じた医療機関の選定・

確保による搬送時間の短縮を図ります。 

４）救急搬送データ（ｅ-ＭＡＴＣＨデータ等）を分析し、救急医療体制の充実に

努めます。 

５）薬物、精神疾患、アルコール等、搬送先の確保が困難な事例への対応方法を検

討します。 

６）救急医療を担う医師・看護師を確保するための支援を行います。 

（（（（２）一次（初期）救急医療体制の整備２）一次（初期）救急医療体制の整備２）一次（初期）救急医療体制の整備２）一次（初期）救急医療体制の整備    

１）北和地域における拠点的な役割を目指す奈良市休日夜間応急診療所に対する支

援を行います。 

２）中南和地域で、一次救急医療の拠点的な役割を果たしている橿原市休日夜間応

急診療所の支援を行います。 

３）特定診療科（耳鼻科等）の救急体制の確保等、市町村が連携して行う一次救急

体制の整備を支援します。 

（（（（３）適切な病院前救護活動が可能な体制の構築３）適切な病院前救護活動が可能な体制の構築３）適切な病院前救護活動が可能な体制の構築３）適切な病院前救護活動が可能な体制の構築    

１）適切な救急蘇生法が実施できるよう、県民への研修会を実施します。 

２）メディカルコントロール協議会による救急救命士の活動支援等を引き続き行い

ます。 

３）奈良県立医科大学附属病院が実施主体となり、南奈良総合医療センターに常駐

する奈良県ドクターヘリの効率的な運航を行い、救命率の向上と後遺症の軽減を

図ります。また、隣接府県と連携し、ドクターヘリが相互に応援する体制を構築

し、救急医療体制の充実を図ります。 

（（（（４）救急医療に対する県民の理解を深めるための活動の継続４）救急医療に対する県民の理解を深めるための活動の継続４）救急医療に対する県民の理解を深めるための活動の継続４）救急医療に対する県民の理解を深めるための活動の継続    

１）医師による救急医療に関する講習会の実施や、ガイドブックの配付等、救急医

療に対する県民の理解を深めるための啓発活動の充実を図ります。 

２）医療機関情報（診療時間、診療科等）や救急医療に関する情報をホームページ

で県民に提供します。 

３）救急医療に関する相談窓口の設置を継続します。 

 

１．１．１．１．数値目標の詳細数値目標の詳細数値目標の詳細数値目標の詳細    指標 現状値 目標値 計画最終年 出典等 重症以上の傷病者搬送事案において医療機関に受入れの照会を行った回数４回以上の割合 8.6％ 平成 27(2015)年 全国平均以下 (平成 27(2015)年 2.7％以下 救急業務のあり方検討会資料  


